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Top Message

“両利きの経営”の実践で、 
不動産市況変動に対するリスク低減と
先行投資事業による収益性向上に挑戦

当社は2023年5月末におけるプライム市場の上場維持基準
において、流通株式時価総額及び１日平均売買代金の項目が

基準に達していないことから、7月14日にスタンダード市場
への選択申請を決議いたしました。

市場変更をいたしますが、今後もリノベーション業界のフロ

ントランナーとして経営ビジョン「すべての人にリノベーション

で豊かな生活を」を実現すべく更なる事業強化に努めると

ともに、ガバナンス及びＩＲ活動の充実を引き続き推進していく

ことにより、中長期視点での企業価値を高めてまいります。

スタンダード市場への変更に関して

代表取締役社長　俊成誠司

主軸事業であるリノベーション事業分野では、マンション

価格が高騰し、首都圏エリアでは買い控えが発生。当社

は主要な顧客層である一次取得者が購入できる予算と

エリア、物件を細かく分析し、購入希望者に向けて適切

な価格で早期に売却をする事業回転を重視したスピード

先行投資事業では、引き続き省エネリノベーション「エコ

キューブ」、及び不動産売買プラットフォームFLIE事
業を強化します。特に注力しているエコキューブについて

は、前期は150件を販売しましたが、断熱や気密性を上
げるため原価が上昇し、更には工事期間が長くなり、

連結業績は、売上高412億円、営業利益7億円と増収減益
決算となりました。年間配当につきましては1株につき18円と
させていただきました。主力事業であるリノベーション事業

分野では、リノヴェックスマンションの販売が件数及び価格

ともに前期を上回りました。またリノベーションマンション

内装事業が堅調に増加しました。ソリューション事業分野

経営を実行してまいります。

またソリューション事業分野では、収益物件の調達や

リースバック物件の流動化、不動産小口化商品「アセット

シェアリング」の新たなシリーズの組成販売などで着実

に収益を積み上げてまいります。

販売期間の長期化につながりました。今後は新耐震基準

をクリアした50㎡以上の物件を中心に工事期間短縮が
可能なエコキューブのライトバージョン「エコキューブ

L（エル）」を導入し販売を拡大させてまいります。

では不動産小口化商品「アセットシェアリング」の販売組成

やホテル事業がコロナ禍から急回復しました。

一方で、中古マンション市場価格高騰による仕入れ価格上昇

が販売価格に十分転嫁できなかったこと、省エネリノベー

ション「エコキューブ」のプロモーション費用の増加、在庫増

に伴う金利負担の増大、等が主な減益要因となりました。

の重点方針について

の重点方針について

2023年5月期　業績概要

　　

『効率性』と『収益性』の向上による筋肉質な経営を実現
中長期的な企業価値の
向上を目指す

主軸事業 先行投資事業

“両利きの経営”の実践

事業回転 収益率 資本効率向上 ROE

リノベーション事業分野

ソリューション事業分野 不動産取引のDX化

省エネリノベーション

既存 新規

2024年５月期  重点方針

収益基盤の再構築に向けた”両利きの経営”を推進
既存主軸事業と新規先行投資事業を掛け合わせた”両利きの経営”を実践し、

ROE等の資本効率性の向上を目指してまいります。 

既存

新規

主軸事業

先行投資事業
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リノベーション事業分野
Renovation Business

ソリューション事業分野
Real Estate Solution Business

一棟収益物件の売却や不動産小口化商品「アセットシェアリング札幌」が完売。ホテル事業の稼働率上昇等

もあり、ソリューション事業分野の売上高は前期比5.0％増に。

リースバック事業は累計取得数が767件（前期末比+133件）、累計取得額が124億円（前期末比+24億円）に。

2024年5月期は、保有物件の一部の流動化を計画。

1

2

Pick up

アセット事業

アセットシェアリング事業

リノベ・開発による良質な不動産に活性化

良質な不動産を少額で資産運用

住みながら売却という新たな資産活用

ホテルでのくつろぎの時間を提供

リースバック事業

ホテル宿泊事業

資産としての不動産活用・運用のソリューションによる付加価値を提供

■ 不動産小口化商品「アセットシェアリング」シリーズの実績

札幌駅から徒歩圏内。人気エリアに佇むレジデンス。

■ 運用中：原宿、横濱元町、渋谷青山、北千住駅前、三軒茶屋
■ 一部償還：京町屋Ⅰ　　■ 償還：博多

対 象 物 件
総 戸 数
ア ク セ ス

： 「ＬILAC壱番館」共同住宅（2020年1月竣工）
： 21戸、駐車場：13台
： 地下鉄南北線「さっぽろ」駅徒歩13分   ・JR函館線「苗穂」駅徒歩10分

多様な事業ポートフォリオの構築による収益機会の安定化リノヴェックスマンション事業の最大の強みである事業期間の短縮化に注力

項目別ポイント 項目別ポイント具体的施策 具体的施策

● 現保有物件の早期売却による在庫回転率のアップ
●  社内外のマーケティングデータによる要因分析に基づき、
仕入から商品化、販売に至る一連プロセスの更なる強化

●  施工期間の短縮化の推進

●  リースバック事業における計画的な流動化策により
グループ収益を平準化

●  不動産小口化商品「アセットシェアリング」の継続提供に
より投資家・相続ニーズに対応

●  ホテル事業の安定的高稼働率の維持
●  中長期的なグループ収益の安定化に向けた積極的な収益
物件の取得

●  事業部門の東西エリア制によるきめ細かな監督・執行
体制の構築と事業期間をベースとした新評価制度の導入

●  営業企画部、リノベーションデザイン部を新設し、蓄積した
取引や内装データを基に、エリアの需給分析、適性内装
を反映した新たな査定システムを構築

●  当社の品質基準を充たす協力施工会社への安定件数
の発注と職人不足の課題解決に取り組むことで、強固
な関係を構築

●  リースバック物件を対象とした信託受益権の譲渡の売上 
19億円を計画

●  アセットシェアリング新シリーズの販売組成により売上 
20億円を計画

●  コロナ禍を経てホテル利用者が増加し、高稼働率での
維持運営に注力

●  収益物件に対し、多様な出口戦略を念頭においた積極的
な物件の取得

●   札幌エリアでの物件を対象とし希少性もあり、好評のうちに早々に完売
●   投資家・相続ニーズに対応した不動産小口化商品を継続的に提供

「アセットシェアリング札幌」が完売

2024年５月期 重点方針 2024年５月期 重点方針

Key Measures  ［ 2023年5月期］

アセットシェアリング・シリーズの組成額累計は、80.6億円 （2023.5現在）

リノヴェックスマンションの販売は、平均販売価格が前期比13.1％増だったことに加え、販売件数が前期比
2.0％増の1,152件となり、売上高は前期比15.5％の増収に。

リノベーション内装事業は法人からの請負が堅調に増加し、売上高は前期比16.8％の増収に。2024年
5月期は個人・法人向け合わせ、売上高20.7億円（前期比20.2％増）を見込む。　

1

2

Pick up

当社グループの中核事業であるリノベーション関連事業

リノヴェックスマンション事業

プラットフォーム事業

高品質なリノベーション済みマンションの販売

リノベーション市場活性化の土台を構築

法人・個人のオーダーリノベーション

リノベーション内装事業

■ リノベーション内装事業の売上高推移■ リノヴェックスマンション販売実績

2018/5 2019/5 2020/5 2021/5 2022/5 2023/5 2024/5
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1,307
1,480

1,726

予想
2,075

（百万円）
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2023年5月期（2022年6月~2023年5月）

平均販売価格

平 均 面 積 64.7m2

2,629万円 +305万円
前期比

+1.0

+23

年

前期比

△1.5m2

前期比

前期比

戸
販 売 戸 数

平均築年数

1,152戸

34.3年

Key Measures ［ 2023年5月期］
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（単位：百万円）

科 目
前 期 当 期

2021年6月 1日～
2022年5月31日

2022年6月 1日～
2022年5月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 3,896 △ 930
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,183 △ 2,851
財務活動によるキャッシュ・フロー 5,300 4,313
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 1,778 531
現金及び現金同等物の期首残高 5,982 4,203
現金及び現金同等物の期末残高 4,203 4,734

当期の

PO I N T

事業年度 6月1日から翌年5月31日まで

定時株主総会 毎年8月に開催いたします。

基準日 定時株主総会の議決権：5月31日
期末配当： 5月31日
中間配当：11月30日
※ その他必要がある場合は、あらかじめ公告する一定の日    

公告方法 電子公告により行います。
ただし、電子公告によることができないやむを得ない事
由が生じた場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社

同連絡先 〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
電話：0120-232-711（通話料無料）

株主名 持株数
（株）

議決権比率
（％）

株式会社イーアライアンス 3,594,500 42.92

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 518,300 6.19

インテリックス従業員持株会 191,300 2.28

内藤 征吾 117,900 1.41

北沢産業株式会社 71,400 0.85

北川 順子 63,700 0.76

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 61,200 0.73

宇藤 秀樹 60,400 0.72

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140040 57,000 0.68

山本 卓也 52,100 0.62

株式の状況

発行可能株式総数 1,750万株

発行済株式の総数 8,932,100株

株主数 5,352名

（注1）自己株式（557,909株）を保有しておりますが、上記大株主から除外しております。

（注2）議決権比率は、自己株式を控除して計算しております。

連結損益計算書（要旨）

連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）

大株主

会社概要

会社名 株式会社インテリックス
設立 1995年（平成7年）7月17日
所在地 〒150-0002

東京都渋谷区渋谷2-12-19
東建インターナショナルビル11F

上場市場 東京証券取引所プライム市場（証券コード 8940）
資本金 22億53百万円
代表者 代表取締役社長　俊成 誠司
従業員数 連結342名、単体232名
事業内容 不動産売買・不動産賃貸

不動産コンサルティング
免許番号 ［宅地建物取引業者免許］国土交通大臣（5） 第6392号

［不動産特定共同事業者許可］東京都知事 第97号
所属団体 一般社団法人 リノベーション協議会

公益社団法人 首都圏不動産公正取引協議会
一般社団法人 不動産流通経営協会
一般社団法人 全国住宅産業協会
一般社団法人 不動産証券化協会

営業拠点 渋谷・札幌・仙台・さいたま大宮・東京日本橋・横浜・名古屋・京都・
大阪・広島・福岡

グループ
会社

株式会社インテリックス空間設計
株式会社インテリックスプロパティ
株式会社再生住宅パートナー
株式会社ＦＬＩＥ
株式会社ＴＥＩ Japan
株式会社リコシス

連結貸借対照表（要旨）
（単位：百万円）

科 目
前 期 当 期

2022年5月31日現在 2023年5月31日現在

資産の部

流動資産 25,101 31,633
現金及び預金 4,428 4,965
たな卸資産 19,769 25,751
その他 902 916
固定資産 15,831 13,996
有形固定資産 13,848 11,693
無形固定資産 555 575
投資その他の資産 1,427 1,728
資産合計 40,932 45,629
負債の部

流動負債 18,775 23,371
短期借入金 12,417 16,301
1年内償還予定の社債 210 100
1年内返済予定の長期借入金 4,172 4,767
その他 1,975 2,201
固定負債 10,178 10,484
社債 100 ー
長期借入金 9,463 9,917
その他 614 566
負債合計 28,953 33,855
純資産の部

株主資本 11,975 11,723
その他の包括利益累計額 △ 14 33
非支配株主持分 18 18
純資産合計 11,978 11,774
負債純資産合計 40,932 45,629

株主メモ 

（単位：百万円）

科 目
前 期 当 期

2021年6月 1日～
2022年5月31日

2022年6月 1日～
2023年5月31日

売上高 36,139 41,236
売上原価 30,030 35,124
売上総利益 6,109 6,112
販売費及び一般管理費 4,745 5,402
営業利益 1,364 710
営業外収益 128 157
営業外費用 431 627
経常利益 1,061 239
特別利益 8 ー
特別損失 54 1
税金等調整前当期純利益 1,015 237
法人税等 372 136
親会社株主に帰属する当期純利益 643 100

（戸）

0
2019/5 2020/5 2021/5 2023/52022/5

1,152

500

1,000

1,500

1,1291,187

1,336
1,420

（百万円）

0

100

2019/5 2020/5 2021/5 2023/52022/5

200

400

600

800

1,000

1,200

643

832

522

1,127
（百万円）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

41,236

2019/5 2020/5 2021/5 2023/52022/5

36,13936,981 37,863
41,074

（％）

2022/52021/52020/52019/5
0

15

20

25

30

35

2023/5

25.8

29.0

31.9

27.5
29.2

（百万円）

2019/5 2020/5 2021/5 2023/52022/5

239

0

500

1,000

1,500

2,000

1,061

1,362

757

1,926
（円）

0

10

20

30

40

18

26

34

22

35

2019/5 2020/5 2021/5 2023/52022/5

■リノヴェックスマンション販売戸数 ■親会社株主に帰属する当期純利益■売上高 ■自己資本比率■経常利益 ■1株当たり配当金

F i n a n c i a l  R e v i e w

数字で伝えるインテリックス

2023年5月31日現在

1 2 3売上高 売上総利益 営業利益

PO I N T PO I N T PO I N T

リノヴェックスマンション販売が、仕入価格の高騰
に加え、築古物件の増加や省エネリノベーション
「エコキューブ」の導入による原価コスト増が
重なり、売上総利益は前期と同水準の0.1％増

リノヴェックスマンションの販売件数が前期
に比べ増加したのに加え、平均販売価格も
13.1％と大きく上昇したことを主たる要因と
して、売上高は前期に比べ14.1％増加

「エコキューブ」の認知拡大に向けて、テレビ
CMをはじめとする積極的なプロモーション施策
により広告宣伝費が前期比141.0％増などに
より販管費が13.9％増となった結果、営業利益
は前期比47.9％の減益

役  員

取締役会長 山本　卓也 常勤監査役（社外） 大林　　彰

代表取締役社長 俊成　誠司 常勤監査役 鶴田　豊彦

取締役 執行役員 小山　　俊 監査役 江幡　　寛

取締役 執行役員 相馬　宏昭 監査役（社外） 飯村　修也

取締役 執行役員 能城　浩一

取締役 執行役員 石積　智之

取締役（筆頭社外） 村木　徹太郎

取締役（社外） 西名　武彦

取締役（社外） 冨田　尚子
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